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一
般
会
計

　
市
の
財
政
の
柱
と
な
る
一
般
会

計
の
３
年
度
決
算
額
は
、
歳
入
が

１
４
５
３
億
２
７
１
６
万
円
、
歳

出
が
１
４
１
４
億
４
２
０
６
万
円

で
、
歳
入
歳
出
差
引
額
は
38
億
８

５
１
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
れ
か
ら
令
和
４
年
度
へ
繰
り

越
す
７
億
８
１
０
７
万
円
を
差
し

引
い
た
実
質
収
支
額
は
、
31
億
４

０
３
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

■
３
年
度
決
算
の
主
な
事
業

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
と
し
て
、
感
染
拡
大
防
止
の

た
め
、
市
立
小
中
学
校
・
義
務
教

育
学
校
・
高
等
学
校
・
幼
稚
園
、

避
難
所
な
ど
で
使
用
す
る
消
毒
液

等
の
購
入
や
、
庁
内
に
お
け
る
キ

ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
の
導
入
を
進

め
た
ほ
か
、
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
機
器
の

増
設
や
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

ワ
ク
チ
ン
接
種
体
制
の
確
保
を
行

っ
た
こ
と
に
加
え
、
事
業
者
へ
の

支
援
金
の
給
付
や
宿
泊
料
金
等
助

成
事
業
の
実
施
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付

商
品
券
・
子
育
て
サ
ポ
ー
ト
商
品

券
の
発
行
な
ど
、
市
民
生
活
お
よ

び
事
業
者
等
へ
の
支
援
な
ど
に
努

め
ま
し
た
。

　
子
育
て
支
援
の
た
め
、
学
童
保

育
に
お
い
て
保
護
者
負
担
の
さ
ら

な
る
軽
減
を
図
る
と
と
も
に
小
・

中
学
校
へ
の
入
学
時
に
支
給
す
る

入
学
準
備
給
付
金
の
対
象
を
拡
大

し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
企
業
の
生
産
性
向
上
の

た
め
、
Ｉ
о
Ｔ
設
備
導
入
を
支
援

し
た
ほ
か
、
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
体

験
ツ
ア
ー
を
実
施
す
る
な
ど
企
業

誘
致
の
取
り
組
み
を
進
め
ま
し
た
。

　
文
化
財
の
保
存
整
備
の
た
め
、

世
界
文
化
遺
産
に
登
録
さ
れ
た

「
北
海
道
・
北
東
北
の
縄
文
遺
跡

群
」
へ
の
来
訪
者
の
受
入
れ
体
制

の
整
備
と
し
て
駐
車
場
の
確
保
に

向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
た
ほ
か
、

引
き
続
き
五
稜
郭
跡
の
保
存
修
理

を
行
い
ま
し
た
。

　
ス
ポ
ー
ツ
振
興
の
た
め
、
千
代

台
公
園
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
の
増
設
工

事
を
実
施
し
た
ほ
か
、
西
部
地
区

再
整
備
事
業
の
実
施
主
体
と
な
る

ま
ち
づ
く
り
会
社
「
は
こ
だ
て
西

部
ま
ち
づ
く
Ｒ
ｅｰ

Ｄ
ｅ
ｓ
ｉ
ｇ

ｎ
」
を
設
立
し
、
既
存
ス
ト
ッ
ク

の
活
用
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進

め
る
な
ど
、
快
適
で
魅
力
あ
る
ま

ち
づ
く
り
の
推
進
に
努
め
ま
し
た
。

■
今
後
の
行
財
政
運
営

　
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化
、
さ

ら
に
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
や
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
物

価
高
騰
の
影
響
な
ど
、
本
市
を

取
り
巻
く
地
方
財
政
の
動
向
が

不
透
明
な
状
況
に
あ
る
こ
と
か

ら
、
本
年
４
月
に
策
定
し
た
「
函

館
市
行
財
政
改
革
推
進
プ
ラ
ン

（
２
０
２
２
～
２
０
２
６
）
」
に

基
づ
き
、
引
き
続
き
行
財
政
改
革

を
推
進
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
持

続
可
能
な
行
財
政
運
営
の
確
立
を

目
指
し
ま
す
。

特
別
会
計

　
特
別
会
計
は
、
特
定
の
収
入
を

財
源
と
し
て
事
業
を
行
う
も
の
で
、

一
般
会
計
か
ら
区
分
し
て
収
支
経

理
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
３
年
度
決
算
は
、
表
１
の
と
お

り
、
全
特
別
会
計
で
黒
字
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
な
お
、
港
湾
事
業
特
別
会
計
で

は
、
港
湾
機
能
向
上
の
た
め
、
若

松
地
区
の
旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
整

備
を
進
め
ま
し
た
。

企
業
会
計

　
企
業
会
計
は
、
独
立
採
算
制
を

と
っ
て
お
り
、
経
済
性
を
発
揮
す

る
と
と
も
に
公
共
の
福
祉
を
増
進

す
る
よ
う
努
め
て
い
ま
す
。

　
３
年
度
企
業
会
計
決
算
は
、
表

２
の
と
お
り
で
す
。

　
な
お
、
企
業
会
計
に
は
、
一
般

会
計
か
ら
の
繰
入
金
51
億
５
３
１

２
万
円
が
支
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

都
市
基
盤
の
整
備

　
市
で
は
厳
し
い
財
政
状
況
の
な

か
で
も
、
都
市
基
盤
の
整
備
に
力

を
注
い
で
い
ま
す
。

　
３
年
度
末
で
は
下
水
道
普
及
率

90
・
８
％
（
前
年
比
同
）
、
道
路

舗
装
率
76
・
９
％
（
前
年
比
０
・

１
ポ
イ
ン
ト
増
）
と
な
っ
て
い
ま

す
。

◎
詳
し
い
内
容
は
市
の
Ｈ
Ｐ
に
掲

載
し
て
い
ま
す
。

お
問
合
せ　
財
政
課

　
　
　
　
　
☎
21
・
3561




※　
水
道
・
公
共
下
水
道
・
交
通

事
業
は
企
業
局
管
理
部
経
理
課

（
☎
27
・
８
７
２
１
）
、
病
院

事
業
は
病
院
局
管
理
部
経
理
課

（
☎
43
・
２
０
０
０
）
へ
。

市

政

情

報決
算
の
あ
ら
ま
し

令
和
3
年
度
（
2
0
2
1
年
度
）

令
和
３
年
度
の
各
会
計
決
算
が
ま
と
ま
り
、
9
月
の
市
議
会
定
例
会
に
提
案
し
、
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

会　計　別 収入済額
（A）

支出済額
（B）

差引額
（A）−（B）＝（C）

翌年度へ
繰り越す
べき財源
（D）

実 　 質
収 支 額

（C）−（D）

一　般　会　計 １,４５３億２,７１６ １,４１４億４,２０６ ３８億８,５１０ ７億８,１０７ ３１億  ４０３

特　
別　
会　
計

港 湾 事 業 ２９億８,９３５ ２９億４,９０１ ４,０３４ ４,０３４

国民健康保険事業 ２８８億８,０４８ ２８４億  ３８４ ４億７,６６４ ４億７,６６４

自転車競走事業 ２６９億  ２０９ ２６８億７,８３０ ２,３７９ ２,３７９

奨 学 資 金 ６,５６７ ６,５４２ ２５ ２５

地方卸売市場事業 ４億１,１１８ ４億  ６９３ ４２５ ４２５

介護保険事業 ３１８億５,６１８ ３１１億９,８４７ ６億５,７７１ ６億５,７７１

発 電 事 業 ４８６ ４０２ ８４ ８４
母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業 ２億５,９６０ １億３,５２９ １億２,４３１ １億２,４３１

後期高齢者医療事業 ４４億７,２９０ ４３億８,３６３ ８,９２７ ８,９２７

小 計 ９５８億４,２３１ ９４４億２,４９１ １４億１,７４０ １４億１,７４０

合　　　　計 ２,４１１億６,９４７ ２,３５８億６,６９７ ５３億  ２５０ ７億８,１０７ ４５億２,１４３

表 1 　令和 3 年度　一般・特別会計決算 （単位：万円）
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歳入合計
1,453億
2,716万円

国庫支出金
407億  730万円
28.0％

その他
50億2,887万円
3.6％

地方交付税
340億4,018万円
23.4％

市税
312億6,753万円

21.5％

市債
73億4,860万円  5.1％

道支出金
83億2,888万円  5.7％

諸収入
66億   81万円  4.5％
地方消費税交付金

67億1,040万円  4.6％

使用料及び手数料
30億7,667万円  2.1％

繰越金
22億1,792万円  1.5％

歳出合計
1,414億
4,206万円

民生費
621億  497万円
43.9％

職員費
161億2,192万円
11.4％

衛生費
118億2,996万円

8.4％

公債費
115億6,020万円  8.2％

商工費
97億5,012万円  6.9％

教育費
69億4,820万円  4.9％

総務費
54億5,420万円  3.9％

土木費
86億6,328万円  6.1％

諸支出金
68億4,002万円  4.8％

その他
21億6,919万円  
1.5％

市

政

情

報

会計区分 収益的収支 資本的収支 純利益
純損失

資金不足額
（注）

一般会計から
の繰入金

水 道 事 業 収入 ４８億７，９４７ ２６億６,１４４ １億９,４９０ △３１億９,９１５ ９,７６３支出 ４４億２，０８２ ４５億４,５７８
公共下水道
事　　　業

収入 ７９億５，９１５ ３０億４,６０１ １１億４,７２５ △２１億２,４６７ １９億７,３２１支出 ６７億３，１２９ ５７億１,１６６

交 通 事 業 収入 １２億７，３９１ ６,４７０ △２億６,５２４ △２,４６８ ５億　　７８２支出 １５億２，７７６ ２億４,３２７

病 院 事 業 収入 ２５８億８，２４１ １０億５,５８２ ４１億１,２８７ △１９億４,８７６ ２５億７,４４６支出 ２１７億３，５６２ １８億２,３９０

合　　 計 収入 ３９９億９，４９４ ６８億２,７９７ ５１億８,９７８ △７２億９,７２６ ５１億５,３１２支出 ３４４億１，５４９ １２３億２,４６１

令和令和33年度　一般会計決算内訳年度　一般会計決算内訳

健全化判断比率および資金不足比率の公表
★…令和 3年度決算の状況 健全団体

健全団体
※　水道、公共下水道、交通、病院、地方卸売市場、発電の各事業

財政状況○良 ○悪

経営健全化団体

財政再生
団　　体

早期健全化
団　　　体

実質赤字比率 ★（黒字）

★（黒字）

★5.1％

★40.1％

★生じていない（※）20％

基準
11.25％

16.25％

25％

基準
20％

30％

35％

350％

一般会計などの赤字を表す指標

資金不足比率
公営企業ごとの資金不足の割合を示す指標

連結実質赤字比率
全会計の赤字を表す指標

実質公債費比率
借金の返済費用の割合を表す指標

将来負担比率
一般会計などが将来負担すべき
負債の割合を表す指標

健
全
化
判
断
比
率

お問合せ　財政課　☎21-3529

市民1人当たりの決算額

1年間に市民1人当たりが負担する
市税の金額

126,972円
民生費

福祉の充実
などに

252,197円
商工費

経済・観光振興などに

39,593円
衛生費

清掃事業や保健対策
などに

48,039円
消防費

消防施設の整備などに

2,612円
職員費

職員の給与などに

65,468円

土木費
道路や公園の整備などに

35,180円
教育費

学校施設の整備などに

28,215円
総務費

企画調整や税務、地域活動、
防災活動、大学の運営などに

22,148円
公債費

借入金の返済などに

46,944円
その他

議会費、労働費、農林水
産費、諸支出金

33,973円

表 2 　令和 3 年度　公営企業会計決算 （単位：万円）

（注）財政健全化法に基づく資金不足額を表示しております。

寄付金	 １１億７,９０５万円
地方特例交付金	 １０億３,５０３万円
地方譲与税	 ７億８,９３３万円
財産収入	 ５億６,２７０万円
繰入金	 ５億１,８１８万円
法人事業税交付金	 ４億　　3３５万円
分担金及び負担金	 ２億１,９８２万円
株式等譲渡所得割交付金	１億１,２４３万円
配当割交付金	 ９,２３８万円
環境性能割交付金	 ４,８９７万円
交通安全対策特別交付金	 ３,８６０万円
利子割交付金	 １,８０８万円
ゴルフ場利用税交付金	 ９２３万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金	
	 １７２万円

農林水産費	 １０億６,３１０万円
消防費	 ６億４,３２３万円
議会費	 ３億２,９９３万円
労働費	 １億３,２９３万円

※金額は、一般会計の決算額を令和 4年 3月31日
　現在の人口24万6,256人で割ったものです。

　財政健全化法により、各指標が基準を超えた場合、議
会の議決を経て財政健全化計画を策定し、改善に取り組
むこととなっています。 ３年度決算での指標の状況は、
右図のとおりです。
健全化判断比率　全ての指標で基準を下回っています。
資金不足比率　全ての会計で基準を下回っています。
　いずれの指標も基準未満となっていますが、今後にお
いては、人口減少などの厳しい状況が想定されますこと
から、各指標に留意し、財政運営を行ってまいります。

146323
HP
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